令和8年上牧町公共施設等への太陽光発電設備等導入計画策定事業
資料1　公募型プロポーザル実施要領
1　趣旨
上牧町（以下「本町」という。）は、環境省の令和7年度（補正予算）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域脱炭素実現に向けた具体施策実装支援事業）の第1号事業・四次公募（第2期締切）を活用し、本町が保有する公共施設等への太陽光発電設備等の導入計画策定に取り組む。本要領は、代表申請者及び補助事業者として補助金申請、調査・計画策定、経費管理及び実績報告を主体的に行う民間事業者を、公募型プロポーザル方式により公平かつ客観的に選定するために必要な事項を定める。本町は共同申請者及び共同実施者として、対象施設の承認、資料提供、施設立入り調整、成果確認、導入検討並びに進捗状況の報告及び公表を担う。
2　業務概要
	項目
	内容

	事業名
	上牧町公共施設等への太陽光発電設備等導入計画策定事業

	申請・実施体制
	選定事業者を代表申請者・補助事業者、上牧町を共同申請者・共同実施者とする。

	事業内容
	資料2『共同実施事業要求水準書』のとおり

	事業期間
	補助金の交付決定日から令和9年2月28日まで。補助制度上必要な支払いを含め、同日までに完了する。ただし、執行団体が期限を変更した場合は、その期限に従う。

	選定方法
	公募型プロポーザルにより事業実施候補者を選定する。候補者が補助金申請又は事業実施に必要な条件を満たさない場合は候補者決定を取り消し、次順位者を候補者とすることができる。

	事業費負担
	補助金は代表申請者が受領する。補助対象外経費、補助金控除後の額、減額分、消費税その他本事業に必要な費用は選定事業者が負担する。本町は委託料、負担金、補償金その他名目を問わず、本事業の実施経費を支払わない。不採択時に事業を実施する場合も、本町は本事業の実施経費を負担しない。

	補助率・上限
	補助率は補助対象経費の2分の1。補助上限額は、調査対象施設数が20以下の場合は1,000万円、21以上の場合は1,500万円。ただし、補助制度の改定があった場合は、改定後の規定を優先する。

	実施条件
	採択時は交付決定後に補助対象事業へ着手する。不採択又は交付決定に至らなかった場合は、本町と選定事業者が、事業の必要性、実施範囲、実施方法及び工程について誠意をもって協議し、実施の可否を決定する。この場合も本町は本事業の実施経費を負担しない。協議成立前は、双方に事業実施義務及び費用請求権は生じない。



3　参加資格
参加者は単体企業に限る。共同企業体、コンソーシアムその他複数法人を構成員とする応募は認めない。参加者は、次の要件を全て単体で満たすこと。
地方自治法施行令第167条の4の規定に該当しないこと。
本町の入札参加停止措置期間中でないこと。
会社更生法又は民事再生法に基づく手続中でなく、経営状態が著しく不健全でないこと。
国税及び地方税を滞納していないこと。
暴力団又は暴力団員等と関係を有しないこと。
本事業を適正かつ確実に実施できる体制を有し、事業責任者を配置できること。
情報セキュリティ及び個人情報保護に必要な措置を講じられること。
参加表明書の提出期限において、参加者との直接的かつ恒常的な雇用関係にある1級電気工事施工管理技士を3名以上有すること。
参加表明書の提出期限において、GビズIDプライムを取得済みであること、又は取得申請を完了していること。取得申請中の場合は、その事実を確認できる資料を提出すること。候補者は、補助金応募申請期限までにJグランツによる申請が可能な状態を確保すること。
本事業の現地調査統括責任者及び電気設備・太陽光発電設備の技術検討担当者として、1級電気工事施工管理技士を1名以上配置すること。当該配置予定者は、前号の3名に含まれ、参加者との直接的かつ恒常的な雇用関係にある者とする。1級電気工事施工管理技士補は補助担当者として配置できるが、本要件を満たす者としては取り扱わない。
令和3年度から令和7年度までに、太陽光発電設備等について、導入可能性調査、基本計画、基本設計、事業化調査又はこれらを含む設計・施工一括業務を、元請として完了した実績を有すること。発注者は官民を問わない。
補助金が不採択又は交付決定に至らなかった場合に、本町に本事業の実施経費を求めることなく、本町と誠意をもって協議し、事業実施の可否、範囲、実施方法及び工程の決定に協力できること。ただし、本町の帰責事由に基づく損害賠償及び補助金返還等の責任を免除するものではない。
	資格確認　1級電気工事施工管理技士3名以上について、資格者一覧、資格者証等の写し及び雇用証明書その他恒常的な雇用関係を確認できる資料を提出させる。現地調査統括責任者及び電気設備・太陽光発電設備の技術検討担当者は、自社雇用の1級電気工事施工管理技士とし、現地調査、設備容量、系統連系、施工方法、安全対策、工程及び概算事業費等の技術的検討を統括する。建築、構造及び防水の専門家は自社雇用を要件とせず、必要に応じて再委託できる。選定後の配置予定者の変更は、同等以上の資格及び経験を有する者に限り、本町の事前承認を要する。




4　応募に関する留意事項
応募及び提案に要する費用は参加者の負担とする。
提案は1参加者につき1案とし、提出期限後の差替えは、本町が軽微な補正を求めた場合を除き認めない。
提出書類は返却しない。提出書類は、上牧町情報公開条例その他関係法令に基づき開示することがある。参加者が、法人等の正当な利益を害するおそれがある情報又は第三者から秘密保持義務を負って取得した情報の非開示を求める場合は、該当箇所、非開示を求める理由及び根拠を記載した非開示申出書（任意様式）を提出書類と併せて提出すること。ただし、非開示の可否は関係法令に基づき本町が判断し、申出により非開示が保証されるものではない。
提案者が従前から保有する知的財産権及び汎用的なノウハウは提案者に留保する。ただし、本町は成果物を本事業及び将来の実装事業者選定に必要な範囲で使用、複製及び編集できるものとする。
虚偽記載、提出期限徒過、審査委員への接触その他公正な審査を害する行為が判明した場合は失格とする。
5　スケジュール
	実施事項
	予定日

	実施要領等の公表・応募受付開始
	令和8年9月14日（月）

	公募期間
	令和8年9月14日（月）から9月18日（金）まで

	質問受付・回答
	質問受付期限：令和8年9月15日（火）正午
回答公表：令和8年9月16日（水）まで

	参加表明書・企画提案書提出期限
	令和8年9月18日（金）午後5時必着

	参加資格審査・企画提案書等の書類審査
	令和8年9月28日（月）までに実施

	事業実施候補者の決定・通知
	令和8年9月28日（月）

	補助金申請に向けた役割・実施条件の確認
	令和8年9月29日（火）から9月30日（水）まで（予定）

	補助金申請書類の作成
	令和8年10月1日（木）から10月7日（水）まで

	補助金応募申請書の提出（予定）
	令和8年10月8日（木）

	補助金応募申請・第2期締切
	令和8年10月13日（火）


6　質問及び回答
質問は、令和8年9月15日（火）正午までに、所定の質問書を用い、件名を「上牧町太陽光導入計画策定事業プロポーザル質問」として、第16項の電子メール宛てに提出すること。電話又は口頭による質問は受け付けない。本町は受信確認を返信し、令和8年9月16日（水）までに、質問者を特定できる情報を除いて本町ウェブサイトで一括回答する。回答は実施要領等の追加又は修正として取り扱う。受信確認がない場合は、第16項の電話番号へ確認すること。質問回答又は実施要領等の修正が提案内容に重大な影響を及ぼすと本町が判断した場合は、提出期限を延長することがある。この場合は、本町ウェブサイトで変更後の期限を公表するとともに、参加表明書を提出した者には登録された電子メールアドレスへ通知する。
7　参加表明
参加希望者は、提出期限までに、次の書類をPDF形式により第16項の電子メール宛てに提出すること。公募期間中に提出するPDFは押印不要とし、紙の原本提出を要しない。メール件名は「上牧町太陽光導入計画策定事業プロポーザル参加表明（事業者名）」とし、ファイル名には事業者名及び様式番号を記載すること。添付ファイルは1通当たり5MB以下とし、超える場合は複数のメールに分割して件名に通し番号を付すこと。パスワード付きZIPファイルは使用しないこと。提出期限までに本町のメールサーバーへ到達したものを有効とし、本町は受信後に受信確認メールを返信する。受信確認メールは受付の事実を示すものであり、参加資格又は提出内容の適否を確認するものではない。受信確認がない場合は、第16項の電話番号へ確認すること。電子メールによる提出がシステム障害その他やむを得ない事情により困難な場合は、提出期限前に本町へ連絡し、本町が指定する方法により提出すること。
参加表明書（様式第1号）
会社概要書（様式第2号）
業務実績書（様式第3号）及び実績を確認できる契約書等の写し
業務実施体制書（様式第4号。配置予定者調書及び1級電気工事施工管理技士資格者一覧を含む。）
様式第4号に記載した主要配置予定者及び資格者の資格・雇用関係確認資料
GビズIDプライムの取得又は取得申請を確認できる資料
その他実施要領に定める参加資格確認書類
発行日から3か月以内の納税証明書（国税は法人税及び消費税・地方消費税について未納がないことを証する納税証明書「その3の3」、地方税は本店所在地の都道府県税及び市町村税について滞納がないことを証する書類。PDF可）
8　企画提案書等の提出
企画提案書等は、提出期限までにPDF形式により第16項の電子メール宛てに提出すること。公募期間中に提出するPDFは押印不要とし、紙の原本提出を要しない。メール件名は「上牧町太陽光導入計画策定事業プロポーザル企画提案（事業者名）」とし、ファイル名には事業者名及び書類名を記載すること。添付ファイルは1通当たり5MB以下とし、超える場合は複数のメールに分割して件名に通し番号を付すこと。パスワード付きZIPファイルは使用しないこと。提出期限までに本町のメールサーバーへ到達したものを有効とし、本町は受信後に受信確認メールを返信する。受信確認メールは受付の事実を示すものであり、参加資格又は提出内容の適否を確認するものではない。受信確認がない場合は、第16項の電話番号へ確認すること。電子メールによる提出がシステム障害その他やむを得ない事情により困難な場合は、提出期限前に本町へ連絡し、本町が指定する方法により提出すること。
企画提案書提出届（様式第5号）
企画提案書（A4判、表紙・目次を除き20ページ以内。A3判は2ページ換算。）
業務工程表
事業実施条件確認書（様式第6号）
使用言語は日本語、通貨は日本円、単位は計量法による。本文は原則10ポイント以上とする。本審査は提出書類による書類審査のみとし、プレゼンテーション及びヒアリングは実施しない。本審査では匿名版の提出を求めない。
9　企画提案書の記載事項
事業理解・実施方針
補助制度、共同申請・共同実施、町の費用負担ゼロ及び調査結果を実装段階へつなげる基本方針
調査・技術検討能力
資料調査及び現地調査、太陽光・電気設備、構造・防水の一次確認、容量・発電量・自家消費率・CO₂削減量の算定並びに技術的制約への対応方法
事業化・運用対応力
PPA・電力小売等の事業方式、蓄電池・アグリゲーター、O&M・電気保安及び経済性・長期運用・出口戦略
類似実績・資格・実装対応力
直近5年以内の類似業務実績、公共・公的施設実績、1級電気工事施工管理技士の直接雇用者数及び配置予定者の資格・実装対応体制
補助事業・業務管理計画
補助金申請、資金・経費管理、工程・進捗管理並びに品質・リスク・連絡体制
10　審査
資料3『提案書等評価基準・審査要領』に基づき、参加資格審査及び提出された企画提案書等による書類審査を行う。プレゼンテーション及びヒアリングは実施しない。各委員は100点満点で独立して採点し、各委員の採点結果を合算した総得点が最も高い者を事業実施候補者とする。審査に参加する委員数は全提案者について同一とし、総得点が全委員の合計満点の60％未満又は必須項目に重大な欠落がある提案は候補者としない。最高得点が同点の場合は、D「類似実績・資格・実装対応力」、B「調査・技術検討能力」、C「事業化・運用対応力」の順に、各項目について全委員の合計点が高い者を上位とし、なお同点の場合は委員会の合議による。参加者が1者の場合でも書類審査を実施し、最低基準を満たす場合に限り事業実施候補者として選定する。本町は、提出書類の内容に不明確な点がある場合に限り、期限を定めて書面による確認又は補足説明を求めることがある。この場合、新たな提案又は提出期限後の提案内容の変更は認めない。
11　審査結果
審査結果は全参加者に書面で通知し、本町ウェブサイトに事業実施候補者名、評価点及び審査講評の概要を公表する。非選定者名は原則として公表しない。審査結果に対する異議申立ては受け付けないが、通知日の翌日から5開庁日以内に限り、自社の評価点及び主な評価理由について書面で説明を求めることができる。
12　公正な公募の確保
参加者は、独占禁止法その他関係法令に抵触する行為をしてはならない。
参加者は、選定結果公表前に審査委員又は本事業関係職員へ提案に関する接触をしてはならない。
審査委員は利害関係を申告する。利害関係により特定の参加者を審査できない委員がいる場合は、当該委員を全参加者の採点から除外し、又は全参加者を同一条件で採点できる代替委員を選任することにより、全参加者について審査に参加する委員数を同一とする。
評価項目及び配点は公表後に変更しない。やむを得ず変更する場合は、提出期限前に全参加者へ同一条件で周知し、必要な準備期間を確保する。
13　候補者決定後の取扱い
候補者は、候補者決定の通知を受けた日から本町が指定する期限までに、提出済みPDFと同一内容の参加表明書、企画提案書提出届及び事業実施条件確認書の押印済み原本各1部並びに本町が必要と認める確認資料の原本又は原本証明付き写しを提出する。候補者の企画提案書は、候補者決定の日から共同実施協定書の締結日まで有効とする。候補者は、本町と連携して補助金申請に必要な書類を作成するとともに、資料4『共同実施協定書（案）』を基本として双方が協議の上、補助金申請前までに共同実施協定書を締結する。共同実施協定書では、申請・実施体制、役割分担、対象施設、補助金申請、事業費負担、資金立替、補助金受領、成果物、工程、再委託、知的財産権、秘密保持、情報管理、事故・損害、補助金返還、事業完了後の報告・公表及び実装事業との切分けを確認する。候補者は、採択・不採択、交付決定の有無又は補助金の減額にかかわらず、本町に本事業の実施経費に係る一切の金銭負担を求めない。ただし、双方の故意又は過失により相手方に生じた損害の取扱いは、本項の定めによる。
調査事業は、補助事業が採択され、交付決定後に実施する。不採択又は交付決定に至らなかった場合は、双方誠意をもって事業の必要性、実施範囲、実施方法及び工程を協議し、実施の可否を決定する。この場合も本町は本事業の実施経費を負担しない。協議成立前は、双方に実施義務及び相手方に対する費用請求権は生じない。
本町は、本事業の実施経費について、委託料、負担金、補償金その他名目を問わず金銭を支払わない。候補者が必要な条件を満たさない場合又は失格となった場合は、候補者決定を取り消し、次順位者を候補者とすることができる。事業の全部を一括して第三者に実施させてはならない。一部を第三者に実施させる場合は、範囲、理由、相手方及び管理方法を示し、事前に本町の承認を得ること。
13.1　本町が直接管理する施設
本町が直接管理する施設については、本町が保有し又は管理する資料・情報の提供及び施設立入りの調整を本町の責務とし、当該資料・情報の誤り、本町の責めに帰すべき未提供又は調整・手続の遅延により生じた追加対応及び損害は、本町の責任とする。ただし、本町が保有していない資料又は合理的に把握できない情報の不存在自体は、本町の責めに帰すべき事由としない。
13.2　指定管理者等が管理する施設
指定管理者その他第三者が施設又は資料を管理している場合は、本町が連絡窓口となり、当該管理者に対する資料提供依頼及び施設立入りに必要な調整を行い、選定事業者は調査に必要な資料及び条件を具体的に提示してこれに協力する。本町がその権限の範囲で合理的な調整を尽くしたにもかかわらず、資料不存在、法令・権利関係その他本町が合理的に管理できない事由により資料を取得できない場合又は立入りができない場合は、本町の責めに帰すべき事由とはせず、双方で調査範囲、方法及び工程を協議する。
13.3　資料不足等に関する選定事業者の対応
選定事業者は、資料不足又は確認不能事項を速やかに本町へ通知し、推測により補完せず、成果物に不足内容及び影響を明示する。
13.4　帰責事由の分担
選定事業者の調査、算定、申請、経費管理、報告、再委託先の管理その他選定事業者の責めに帰すべき事由により生じた追加対応及び損害は、選定事業者の責任とする。双方に原因がある場合は、その寄与度に応じて分担する。双方の責めに帰することができない事由については、13.7の定めによる。
13.5　補助金返還等
補助金の返還、減額又は対象外認定が生じた場合は、その原因が選定事業者の責めに帰すべきときは選定事業者、本町の責めに帰すべきときは本町が負担し、双方に原因があるときは寄与度に応じて分担する。双方の責めに帰することができない事由による場合は、補助制度上の取扱い及び各当事者の管理可能性を踏まえて協議により定める。
13.6　損害賠償
[bookmark: _GoBack]一方当事者が自己の責めに帰すべき事由により相手方に損害を与えた場合は、相手方に現実に生じた直接かつ通常の損害を賠償する。賠償額の上限は、交付申請を行った場合は交付申請書に記載した補助対象経費総額、交付申請に至らなかった場合は対象施設及び調査範囲の確定時に双方が書面で確認した想定事業費とする。当該書面による確認前に損害が発生した場合は、損害発生時点における直近の補助金申請案その他双方が共有した資料に記載された想定事業費を上限とし、当該資料もない場合は双方協議により定める。ただし、故意又は重大な過失、人の生命若しくは身体への損害、秘密保持義務違反又は第三者の知的財産権侵害については、この上限を適用しない。双方は、損害発生時に速やかに通知し、損害の防止及び軽減に協力する。
13.7　不可抗力
天災地変、停電、感染症、法令若しくは補助制度の変更、国若しくは執行団体の指示その他双方の責めに帰することができない事由により本事業の全部又は一部の実施が困難となった場合、影響を受けた当事者は、相手方に速やかに通知する。双方は、履行期限、実施範囲若しくは実施方法の変更、一時中止又は終了について協議する。不可抗力により各当事者に生じた費用は、原則として各当事者が負担し、本町は本事業の実施経費を負担しない。ただし、補助金の返還その他補助制度上の対応が必要となる場合は、当該制度の定め及び各当事者の帰責事由を踏まえて協議する。
13.8　修補又は再履行の優先
成果物に不備又は実施要領、要求水準書その他双方が書面により確認した条件への不適合が認められた場合、本町は、原則として選定事業者に合理的な期間を定めて無償での修補又は再履行を求める。選定事業者が修補若しくは再履行を拒否した場合、定められた期間内に完了しない場合又は修補若しくは再履行が困難な場合に限り、本町は13.6に基づく損害賠償を請求できる。ただし、人の生命若しくは身体、施設又は第三者に対する損害を防止するため緊急の措置が必要な場合は、この限りでない。
13.9　二重請求の防止
同一の損害について、補助金の返還免除若しくは減額、保険金、修補、再履行、第三者からの回収その他の方法により填補された金額がある場合は、その金額を損害額から控除する。いずれの当事者も、同一の損害について重複して修補、再履行、費用負担又は損害賠償を請求することはできない。
14　辞退
参加表明後に参加を辞退する者は、辞退届（様式第7号）を速やかに提出すること。辞退により不利益な取扱いを受けることはない。既に提出された書類は返却しない。
15　情報公開及び提供
候補者決定前は、実施要領、要求水準書、評価基準・審査要領及び各種様式を本町ウェブサイトで公表する。候補者決定後は、候補者名、評価結果及び審査講評の概要を公表する。提出書類その他本公募に関する文書は、上牧町情報公開条例その他関係法令に基づき開示することがある。非開示を求める情報がある場合の手続は第4項の定めによる。
16　問い合わせ・提出先
〒639-0293　奈良県北葛城郡上牧町大字上牧3350番地
上牧町 建設環境課
電話：0745-76-2504　FAX：0745-76-1002
電子メール：kankyo@town.kanmaki.lg.jp
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